
（様式①）

[資源循環局]  ９款2項3目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

47 処分地管理費 159,424 98,183 159,347 99,830 77 △ 1,647

48 処分地環境保全調査費 36,310 36,310 38,610 38,610 △ 2,300 △ 2,300

49
排水処理施設維持管理
費

94,799 94,629 101,548 101,386 △ 6,749 △ 6,757

50 南本牧埋立事業負担金 116,832 116,827 168,815 168,810 △ 51,983 △ 51,983

51
南本牧最終処分場運営
管理事業

245,351 232,411 213,246 200,306 32,105 32,105

52 処分地施設補修費 25,967 25,967 33,327 33,327 △ 7,360 △ 7,360

53
南本牧最終処分場一般
廃棄物関係事業

12,831 12,831 12,831 12,831 0 0

54
南本牧最終処分場排水
処理施設整備事業

331,907 272,907 130,000 104,347 201,907 168,560

55
南本牧ふ頭第５ブロッ
ク処分場整備事業

2,389,959 2,387,319 3,122,667 3,122,667 △ 732,708 △ 735,348

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 3,413,380 3,277,384 3,980,391 3,882,114 △ 567,011 △ 604,730

事　業　計　画　書　目　次

増△減（４－３）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
1事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 処分地管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 財産収入 諸収入 市債 一般財源

98,183
補助事業 0

令和４年度 159,424 57,605 3,636

0
令和３年度 159,347 55,952 3,565 99,830

単独事業

0 △ 1,647

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 77 0 0 1,653 71

159,424
151,210 128,662 106,268 98,183 98,183 98,183

予
算

206,004 183,123 161,626 159,424 159,424

事業概要 埋立を終了した最終処分場の適切な維持管理を行う。

事業開始年度 昭和41年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、横浜市生活環境の保全等に関する条例

決
算

203,638 183,426 162,867
149,049 127,596 106,136

埋立終了後の最終
処分場の適正な維

持管理

単位

―

事業目的・効果
(必要性)

　廃棄物の処理及び清掃に関する法律では、一般廃棄物の処理責任は市町村に課されており、最終処分場の維持管理については設置者
である本市に管理義務があり、最終処分場の維持管理を停止すると周辺環境の汚染など多大な影響がでる。そのため、埋立てを終了し
た最終処分場を、廃止までの間適正に維持管理することにより周辺環境の保全を実現するとともに、神明台処分地内の暫定利用施設を
円滑に運営管理することで、処分場管理に対する地域の理解と協力を得る。

根拠・データ等

神明台処分地 面積：530,000㎡、開設：Ｓ48.10月、埋立終了：Ｈ23. 3月
長坂谷処分地 面積：165,000㎡、開設：Ｓ48. 6月、埋立終了：Ｓ59. 1月
東本郷処分地 面積：188,000㎡、開設：Ｓ51. 6月、埋立終了：Ｓ53.11月
川井処分地 　面積： 90,700㎡、開設：Ｓ44. 7月、埋立終了：Ｓ47.10月
下川井処分地 面積：172,000㎡、開設：Ｓ47. 8月、埋立終了：Ｓ51. 3月
新橋処分地 　面積：124,000㎡、開設：Ｓ41. 7月、埋立終了：Ｓ45. 5月
上菅田処分地 面積： 81,000㎡、開設：Ｓ47.11月、埋立終了：Ｓ49. 3月

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績 達成 達成

目標

実績

159,424

課長 係長 運営管理

細事業合計 159,424 159,347 77

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 三枝　和正 杉本　奈穂美

159,347 77

事業スケジュール
昭和41年度に事業を開始し、今後、関係法令等で規定される基準を満足するまで、埋立てを終了した最終処分場の適正な維持管理及び
運営管理を継続実施する。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

処分地管理



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 成田　政彦 川澄　誠 飯田　俊介

38,610 ▲ 2,300 調査項目の減少に伴う減

事業スケジュール

・昭和37年度：処分地排水処理等水質調査及び処分地ガス測定開始（ともに直営調査）
・平成元年度：処分場環境調査委託開始
・平成16年度：地下水保全対策委託調査開始
・平成23年度：放射性物質濃度測定業務委託開始
・令和３年度：処分地排水処理等水質調査及び処分地ガス測定を委託に変更

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

処分地環境保全調査費

課長 係長 調査等担当

細事業合計 36,310 38,610 ▲ 2,300

36,310

実績 1113 970

目標

実績

検体数
単位

検体

事業目的・効果
(必要性)

廃棄物処分場及びその他関連施設から生じる排水等について、規制基準を遵守するため、法令で定められた頻度に従い、調査を行いま
す。また、処分場の周辺住民の安心・安全を確保するため、処分場内外で大気・水質等の各種調査を行い、その結果を基に処分場全体
の円滑な運営を図るとともに周辺住民に説明を行います。
原発事故による影響を確認するため、南本牧廃棄物最終処分場で放射性物質のモニタリングを行います。

①処分場環境調査：処分場周辺の水質や大気質等を調査し、適正に管理され周辺環境が保全されていることを確認します。
②処分地排水処理等水質調査：処分場の排出水等に含まれる規制物質を測定し、法令遵守されていることを確認します。
③処分地ガス調査：処分地から発生するガスを測定し、周辺環境が保全されていることを確認します。
④地下水保全対策：神明台処分地周辺井戸などの水質を測定し、周辺環境が保全されていることを確認します。
⑤放射性物質濃度測定業務：処分場周辺海水等の調査を行い、周辺環境が保全されていることを確認します。

根拠・データ等

１　最終処分場別埋立量（南本牧廃棄物最終処分場５Bについては、埋立計画量）
　長坂谷処分地(1,668千t)、川井処分地(290千t)、下川井処分地(495千t)、東本郷処分地(135千t)、
  神明台処分地(6,810千m3)、南本牧廃棄物最終処分場２B(5,059千t)、南本牧廃棄物最終処分場５B(4,000千m3)
２　測定対象及び項目
　・大気環境：風向、風速、浮遊粒子状物質、ダイオキシン類等
　・騒音・振動、臭気
　・土壌　　：ダイオキシン類
　・保有水等：有害物質（揮発性有機化合物、重金属類、農薬類、ダイオキシン類等）
　　　　　　　生活環境項目（pH、生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、浮遊物質等）
　　　　　　　放射性物質
　・地下水　：有害物質（揮発性有機化合物、重金属類、農薬類、ダイオキシン類等）、電気伝導率、塩化物イオン等
　・海水　　：有害物質（揮発性有機化合物、重金属類、農薬類、ダイオキシン類等）
　　　　　　　生活環境項目（pH、化学的酸素要求量、浮遊物質等）
　　　　　　　放射性物質
　・湧出ガス：メタン、二酸化炭素、酸素、窒素等

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 1169 999 873 889 889 889 889

事業概要
環境法令等に基づき、廃棄物最終処分場等の適正管理のため、調査を行います。調査内容については、施設管理者と共有し、結果を国
及び規制部局に報告します。

事業開始年度 昭和37年度

根拠法令・方針決裁等

一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令
（昭和52年3月14日 総理府・厚生省令第1号）
放射性物質汚染対処特別措置法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、ダイオキシン類対策特別措置法
下水道法、横浜市下水道条例、横浜市生活環境の保全等に関する条例　等

決
算

33,184 31,629 26,152

33,184 29,482 26,152

36,310

28,880 27,450 26,410 36,310 36,310 36,310
予
算

33,780 32,350 30,570 36,310 36,310

0 △ 2,300

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 2,300 0 0 0 0

0
令和３年度 38,610 38,610

単独事業

36,310
補助事業 0

令和４年度 36,310

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

3

事業名称 処分地環境保全調査費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 政策調整
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
2事業区分

歳出予算科目 9 2

単位 目標



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
3事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 排水処理施設維持管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

94,629
補助事業 0

令和４年度 94,799 170

0
令和３年度 101,548 162 101,386

単独事業

0 △ 6,757

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 6,749 0 0 8 0

94,799

140,108 137,635 126,732 94,629 94,629 94,629
予
算

140,198 137,797 126,894 94,799 94,799

事業概要
　埋立が終了した最終処分場に設置された排水処理施設等を適正に維持管理し、関係法令等の排水基準を遵守して下水道又は河川へ放
流することにより、周辺環境の保全及び環境負荷低減を図る。

事業開始年度 昭和47年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、横浜市生活環境の保全等に関する条例、横浜市下水道条例

決
算

131,192 147,211 137,086

131,024 147,068 136,927

施設の適正な
運転及び維持

管理

単位

―

事業目的・効果
(必要性)

　各排水処理施設が安定稼働できるよう経年劣化箇所等の修繕や清掃委託等を実施するとともに、薬品添加量や処理水量の調整を行う
ことにより、施設を適正に維持管理する。

根拠・データ等

川井排水処理施設　稼働開始年月：Ｓ47.９、処理能力：300㎥/日、処理方法：酸化→凝集沈殿→公共河川
下川井排水処理施設　稼働開始年月：Ｓ47.12 、処理能力：600㎥/日、処理方法：酸化→凝集沈殿→公共河川
長坂谷排水処理施設　稼働開始年月：Ｓ48.10、処理能力：400㎥/日、処理方法：酸化→凝集沈殿→公共河川
東本郷排水処理施設　稼働開始年月：Ｓ52.１、処理能力：100㎥/日、処理方法：酸化→凝集沈殿→公共河川
神明台６次排水処理施設　稼働開始年月：Ｈ１.11、稼働停止(通常時は７次へ送水、大雨時等は公共下水道放流の場合あり)
神明台７次排水処理施設　稼働開始年月：Ｈ８.４、処理能力：3000㎥/日、凝集沈殿→生物処理→砂ろ過→活性炭→公共河川
新橋排水処理施設　稼働開始年月：Ｈ16.８、処理能力：100㎥/日、処理方法：酸化(曝気)→凝集沈殿→活性炭→公共下水道
ポンプ施設数は上記施設に上菅田、隼人を加えたもの

根拠データ：廃棄物処理施設維持管理記録票

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 排水基準を遵守 排水基準を遵守 排水基準を遵守 排水基準を遵守 排水基準を遵守 排水基準を遵守 排水基準を遵守

実績 達成 達成

3,390 0 3,390 再任用欠員代替による増

目標

実績

91,409

課長 係長 適正管理

細事業合計 94,799 101,548 ▲ 6,749

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 林　智成 永山　敏彦

101,548 ▲ 10,139 運転条件変更による減

排水処理施設維持管理補助

事業スケジュール 通年で排水処理施設の維持管理を行う。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

排水処理施設維持管理



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
4事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 南本牧埋立事業負担金

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 財産収入 市債 一般財源

116,827
補助事業 0

令和４年度 116,832 5

0
令和３年度 168,815 5 168,810

単独事業

0 △ 51,983

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 51,983 0 0 0 0

116,832

365,003 419,020 360,126 116,827 116,827 116,827
予
算

418,624 420,162 360,468 116,832 116,832

事業概要
　ごみの資源化・減量化により南本牧廃棄物最終処分場の延命が図られ、港湾局による当該用地の売却が遅れたことにより生じた、港
湾局（埋立事業会計）起債の「借換債利子」及び「遮水護岸維持管理費」等を原因者である資源循環局（一般会計）が負担します。

事業開始年度 平成５年度

根拠法令・方針決裁等
廃棄物の処理及び清掃に関する法律、公有水面埋立法、南本牧廃棄物最終処分場の埋立期間の延伸について（基本方針）（平成16年3月
22日決裁）

決
算

405,287 406,143 386,249

350,619 405,845 385,971

負担金の適正
な支出

単位

事業目的・効果
(必要性)

　港湾局と取り決めている「南本牧廃棄物最終処分場開設に関する協定書（平成３年６月24日）」及び「南本牧廃棄物最終処分場の運
営管理及び経費負担に関する基本方針（平成16年３月22日）」に基づき、港湾局埋立会計へ借換債利子及び護岸劣化対策費を負担する
ものです。

根拠・データ等

南本牧廃棄物最終処分場の埋立期間の延伸について（基本方針）（平成16年３月22日決裁）

＜実績の推移＞
平成30年度　405,287千円（決算）
令和元年度　406,143千円（決算）
令和２年度　386,249千円（決算）
令和３年度　168,815千円（予算）
令和４年度　116,832千円（予算）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出 負担金支出

実績 達成 達成

目標

実績

116,832

課長 係長 運営管理

細事業合計 116,832 168,815 ▲ 51,983

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 齋藤　隆 岡部　雄汰郎

168,815 ▲ 51,983 借換債利子の減

事業スケジュール 埋立会計が廃止される令和14年度（2032年度）まで借換債利子が発生する予定

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

南本牧埋立事業負担金



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
5事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 南本牧最終処分場運営管理事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 使用料及び手数料 諸収入 市債 一般財源

232,411
補助事業 0

令和４年度 245,351 12,187 753

0
令和３年度 213,246 12,187 753 200,306

単独事業

0 32,105

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 32,105 0 0 0 0

245,351

238,959 233,182 195,594 232,411 232,411 232,411
予
算

267,892 259,855 219,768 245,351 245,351

事業概要 　一般廃棄物の受入業務を適正に行い、効率的な埋立処分や排水処理施設の適正な維持管理等、最終処分場の円滑な運営を行います。

事業開始年度 平成５年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、公有水面埋立法、横浜市生活環境の保全等に関する条例

決
算

243,201 233,800 202,732

232,747 223,825 192,939

最終処分場の
円滑な運営と
廃棄物の適正

処理

単位

事業目的・効果
(必要性)

　南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場は、横浜市で唯一の一般廃棄物最終処分場を運営管理する業務であり、市民生活に必要不可欠な
ものです。一般廃棄物の受入業務を適正に行い、効率的に埋立処分を行う等、最終処分場の円滑な運営を行うことを目的とします。

根拠・データ等

＜根拠とするデータ等＞
廃棄物処理施設維持管理記録票
＜一般廃棄物の埋立量＞
平成30年度：127,453t
令和元年度：127,762t
令和２年度：126,965t
令和３年度：126,965t（予定）
令和４年度：126,965t（予定）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

実績 達成 達成

目標

実績

245,351

課長 係長 運営管理

細事業合計 245,351 213,246 32,105

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 齋藤　隆 平本　和也

213,246 32,105
排水処理施設稼働による
増

事業スケジュール
平成５年11月　南本牧廃棄物最終処分場（第２ブロック）　埋立開始
平成29年10月　南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場　　　埋立開始
平成30年３月　南本牧廃棄物最終処分場（第２ブロック）　埋立終了

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

南本牧最終処分場運営管理



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 三枝　和正 杉本　奈穂美

33,327 ▲ 7,360 事業計画見直しによる減

事業スケジュール

・令和元年度：神明台処分地浄化槽上部蓋鋼板受枠改修工事、神明台処分地フェンス復旧工事、下川井処分地覆土工事ほか
・令和２年度：旧処分地排水処理設備補修工事、神明台処分地排水施設改修工事、旧処分地覆土工事ほか
・令和３年度：旧処分地排水処理設備補修工事、旧処分地観測井戸撤去工事、旧処分地覆土工事、神明台処分地舗装補修工事
・令和４年度：排水処理設備補修工事、神明台処分地舗装補修工事、神明台処分地排水施設改修工事、旧処分地覆土工事
・令和５年度：神明台処分地排水施設改修工事、排水処理設備補修工事、神明台処分地排水施設改修工事、旧処分地覆土工事

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

処分地施設補修

課長 係長 運営管理

細事業合計 25,967 33,327 ▲ 7,360

25,967

実績 達成 達成

目標

実績

施設の安定稼
働に必要な補

修

単位

―

事業目的・効果
(必要性)

　市内にある埋立てを終了した最終処分場の排水処理施設は、重金属等の有害物質を含んだ雨水浸出水を安全かつ安定して処理する施
設であるが、老朽化が進んでいる。また、各処分場の施設も同様に老朽化が進んでいる。各排水処理施設及び処分場を適正に維持管理
し、処分場周辺の環境を保全するためには定期的に補修する必要がある。

根拠・データ等

神明台処分地  面積：530,000㎡、開設：Ｓ48.10月、埋立終了：Ｈ23. 3月
長坂谷処分地  面積：165,000㎡、開設：Ｓ48. 6月、埋立終了：Ｓ59. 1月
東本郷処分地　面積：188,000㎡、開設：Ｓ51. 6月、埋立終了：Ｓ53.11月
川井処分地　　面積： 90,700㎡、開設：Ｓ44. 7月、埋立終了：Ｓ47.10月
下川井処分地　面積：172,000㎡、開設：Ｓ47. 8月、埋立終了：Ｓ51. 3月
新橋処分地　　面積：124,000㎡、開設：Ｓ41. 7月、埋立終了：Ｓ45. 5月
上菅田処分地　面積： 81,000㎡、開設：Ｓ47.11月、埋立終了：Ｓ49. 3月

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 実施 実施 実施 実施 実施 実施 実施

事業概要 各処分地の排水処理施設の維持管理及び必要に応じた処分場施設の補修を行う。

事業開始年度 昭和41年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例

決
算

96,507 54,370 16,129

96,507 54,370 16,129

33,327

122,407 38,874 34,279 33,327 33,327 33,327
予
算

122,407 38,874 34,279 33,327 33,327

0 △ 7,360

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 7,360 0 0 0 0

0
令和３年度 33,327 33,327

単独事業

25,967
補助事業 0

令和４年度 25,967

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

3

事業名称 処分地施設補修費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
6事業区分

歳出予算科目 9 2

単位 目標



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 南本牧最終処分場一般廃棄物関係事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

12,831
補助事業 0

令和４年度 12,831

0
令和３年度 12,831 12,831

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 0 0 0 0 0

12,831

57,710 122,315 12,831 12,831 12,831 12,831
予
算

57,710 122,315 12,831 12,831 12,831

事業概要
　南本牧最終処分場の排水処理施設等の維持管理を適切に行うとともに、必要に応じた施設の補修を実施し、処分場周辺の環境を保全
する。

事業開始年度 平成12年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例

決
算

22,932 59,359 15,064

22,932 44,782 15,064

施設の安定稼
働

単位

事業目的・効果
(必要性)

　南本牧最終処分場の維持管理を適切に行い、周辺環境の保全、施設の安全・安定稼動及び長寿命化を目的とする。南本牧最終処分場
は、横浜市で稼働する唯一の一般廃棄物最終処分場であり、埋立や雨水による水位上昇を防ぐために排水処理施設を併設している。処
分場の周辺環境に影響を与えないようにするためには定期的に補修する必要がある。

根拠・データ等

＜根拠とするデータ等＞
廃棄物処理施設維持管理記録票

＜施設の概要＞
南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場：（所在地）中区南本牧４番地先公有水面、（面積）164,000㎡、（開設時期）H29.10
南本牧廃棄物最終処分場：（所在地）中区南本牧４番地、（面積）210,000㎡、（開設時期）H５.11、（その他）H30.３埋立完了

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働 安定稼働

実績 達成 達成

目標

実績

12,831

課長 係長 運営管理

細事業合計 12,831 12,831 0

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 齋藤　隆 岡部　雄汰郎

12,831 0

事業スケジュール

＜平成30年度実績＞南本牧最終処分場維持管理工事、南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場監視カメラ等増設工事、南本牧廃棄物最終
処分場廃止に向けた最終覆土実施設計業務委託、南本牧最終処分場第２ブロック処分場浮桟橋撤去工事設計業務委託
＜令和元年度実績＞南本牧廃棄物最終処分場施設撤去等工事、南本牧廃棄物最終処分場管理棟補修工事、南本牧廃棄物最終処分場ト
ラックスケール修理工事、南本牧廃棄物最終処分場立入防止柵復旧工事、南本牧最終処分場舗装復旧工事
＜令和２年度実績＞南本牧第２ブロック排水処理設備改修工事
＜令和３年度見込＞南本牧排水処理設備改修工事
＜令和４年度見込＞南本牧排水処理設備改修工事

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

南本牧排水処理設備等改修工事



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 齋藤　隆 平本　和也

130,000 201,907 工事の進捗による増

事業スケジュール

＜南本牧最終処分場排水処理設備に係る経緯＞
平成16～18年度　環境アセスメント
平成19年度　　　工事着手（地盤改良工事）
平成25年度　　　排水処理施設地盤調査、基本設計
平成26～29年度　排水処理施設第１期工事（基礎工事・躯体工事・初期設備工事）
平成29年度　　　廃棄物受入開始
令和３～４年度　排水処理施設第1.5期工事（中期設備工事）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

南本牧最終処分場排水処理施設整備

課長 係長 運営管理

細事業合計 331,907 130,000 201,907

331,907

実績

目標

実績

工事の進捗
単位

事業目的・効果
(必要性)

最終処分場から排出される浸出水の水質を適切に管理するにあたり、必要な排水処理設備の増設工事を行います。

根拠・データ等

第５ブロック新規処分場整備に係る方針決裁（平成16年３月１日市長決裁）

＜施設の概要＞
所在地　：中区南本牧４番地の３
敷地面積：5,600㎡
処理能力：約1,500㎥／日
処理方式：凝集沈殿→生物処理→凝集沈殿→高度処理（砂ろ過・活性炭処理）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 施工 竣工

事業概要
南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場は平成29年10月に開設した横浜市唯一の一般廃棄物最終処分場です。最終処分場から排出される
浸出水の水質を適切に管理するにあたり、必要な排水処理設備の増設工事を行います。

事業開始年度 令和３年度

根拠法令・方針決裁等 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令

決
算

予
算

168,000 560

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 201,907 33,347 0 0 0

154,000 907
令和３年度 130,000 25,653 104,000 347

単独事業 154,907

272,000 907
補助事業 177,000 59,000 118,000 0

令和４年度 331,907 59,000

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

3

事業名称 南本牧最終処分場排水処理施設整備事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 該当なし

事業区分

歳出予算科目 9 2

単位 目標



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 資源循環 処分地管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

9-2-3
7事業区分

歳出予算科目 9 2 3

事業名称 南本牧ふ頭第５ブロック処分場整備事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

7,000 2,380,319
補助事業 10,000 2,640 7,000 360

令和４年度 2,389,959 2,640

0 2,379,959
令和３年度 3,122,667 0 0 3,122,667

単独事業 2,379,959 0

7,000 △ 742,348

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 732,708 2,640 0 0 0

6,440,073

5,255,027 5,250,606 2,532,409 6,440,073 6,440,073 6,440,073
予
算

5,255,027 5,250,606 2,532,409 6,440,073 6,440,073

事業概要
　廃棄物の受入れ先とする第５ブロック新規処分場整備に係る方針決裁（平成16年3月1日市長決裁）に基づき、埋立事業会計で整備し
た既設外周護岸等について埋立事業会計へ負担金を支出するほか、施設の維持管理に必要な経費を支出するものです。

事業開始年度 平成16年度

根拠法令・方針決裁等 第５ブロック新規処分場整備に係る方針決裁（平成16年3月1日市長決裁）

決
算

5,250,346 5,250,442 2,537,720

5,250,346 5,250,442 2,537,720

負担金等の適
正な支出

単位

事業目的・効果
(必要性)

＜目的＞
　市内唯一の一般廃棄物最終処分場である南本牧第５ブロック廃棄物最終処分場を整備します。

＜方針決裁＞
・平成15年度
　南本牧ふ頭第５ブロックへの新規廃棄物最終処分場の整備を決定。
　埋立事業会計で整備した既設外周護岸については、一般会計に所管換えし、その建設費及び償還利息等は既設外周護岸等負担金とし
て平準化して支出。
・平成19年度
　遮水護岸の法線変更、遮水機能高度化等による全体事業費の減額変更を決定。

根拠・データ等

＜根拠法令＞
廃棄物の処理及び清掃に関する法律
＜負担金支出経過＞
平成30年度　5,249,143千円（決算）
令和元年度　5,249,215千円（決算）
令和２年度　2,529,622千円（決算）
令和３年度　3,120,740千円（予算）
令和４年度　2,378,353千円（予算）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 負担金支出等 負担金支出等 負担金支出等 負担金支出等 負担金支出等 負担金支出等 負担金支出等

実績 達成 達成

2,376,000 3,118,500 ▲ 742,500
既設外周護岸等負担金の
減

目標

実績

13,959

課長 係長 運営管理

細事業合計 2,389,959 3,122,667 ▲ 732,708

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 荒井　昌典 齋藤　隆 岡部　雄汰郎

4,167 9,792
上部工嵩上げ工事による
増

既設外周護岸負担金

事業スケジュール

＜南本牧ふ頭第５ブロック処分場整備に係る経緯・今後見込み＞
平成16～18年度　環境アセスメント
平成19年度　　　工事着手（地盤改良工事）
平成29年度　　　廃棄物受入開始
令和12年度頃　　外周護岸等負担金支出終了

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

施設の維持管理
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